
第二章　調査結果の分析

１　人権一般について

（ １ ）　基本的人権に関する認知度

問１　あなたは、基本的人権は侵すことのできない永久の権利として、憲法で保障されていることを

知っていますか。　（✔は１つ）

図１－１　基本的人権に関する認知度　（経年比較）

　基本的人権は侵すことのできない永久の権利として、憲法で保障されていることを知っているか尋

ねたところ、「知っている」と答えた人は８４．６％と８割を超え、「知らない」と答えた人は１２．８％と１

割となっている。

　平成２０年度調査結果と比較すると、「知っている」と答えた人は２．３ポイント低くなっている。

知っている 知らない 無回答

84.6 12.8 2.6 

86.9 12.5 0.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和２年度調査

平成２０年度調査

凡例
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図１－２　基本的人権に関する認知度　（性・年齢別）

　基本的人権に関する認知度について性別にみると、男性（８８．８％）が、女性（８１．１％）より

７．７ポイント高くなっている。

　また、年齢別にみると、８０歳以上を除くすべての年齢で「知っている」と答えた人は８割を超え、

１８歳～１９歳（９０．９％）が最も高くなっている。
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0.0 

100.0 
100.0 

87.5 
90.9 

87.2 
83.3 

86.7 
89.1 
88.8 

83.5 
73.1 

91.7 

12.8 

9.6 

15.5 

6.3 

12.8 

16.7 

11.7 

10.9 

10.2 

13.0 

17.9 

8.3 

2.6 

1.6 

3.3 

6.3 

9.1 

1.7 

1.1 

3.5 

9.0 

全体
男性
女性

どちらでもない
答えたくない

その他
性別無回答

１８〜１９歳
２０〜２９歳
３０〜３９歳
４０〜４９歳
５０〜５９歳
６０〜６９歳
７０〜７９歳

８０歳以上
年齢無回答

知っている 知らない 無回答凡例 （％）

全体 （Ｎ＝９１４）

男性 （Ｎ＝３８５）

女性 （Ｎ＝５０９）

どちらでもない （Ｎ＝０）

答えたくない （Ｎ＝３）

その他 （Ｎ＝１）

性別無回答 （Ｎ＝１６）

１８～１９歳 （Ｎ＝１１）

２０～２９歳 （Ｎ＝４７）

３０～３９歳 （Ｎ＝８４）

４０～４９歳 （Ｎ＝１２０）

５０～５９歳 （Ｎ＝１１９）

６０～６９歳 （Ｎ＝１８７）

７０～７９歳 （Ｎ＝２００）

８０歳以上 （Ｎ＝１３４）

年齢無回答 （Ｎ＝１２）
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図１－３　基本的人権に関する認知度　（職業別）

　基本的人権に関する認知度について職業別にみると、いずれの職業とも「知っている」と答えた人

が７割を超え、中でも漁業者、学校・医療関係以外の公務員は１００．０％となっている。
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4.8 

14.3 

全体

農林業者

漁業者

経営者・自営業者

企業等などに勤める人

学校の教職員

医療・保健・福祉関係者

学校・医療関係以外の公務員

その他の専門職・自由業

臨時職員やパート等

主婦（夫）

学生

その他

職業無回答

知っている 知らない 無回答凡例 （％）

全体 （Ｎ＝９１４）

農林業者 （Ｎ＝１７）

漁業者 （Ｎ＝３）

経営者・自営業者 （Ｎ＝４５）

企業等に努める人 （Ｎ＝１６８）

学校の教職員 （Ｎ＝２４）

医療等の関係者 （Ｎ＝９７）

その他の公務員 （Ｎ＝２１）

他の専門職・自由業（Ｎ＝１４）

臨時職員・パート等（Ｎ＝８０）

主婦（夫） （Ｎ＝１３７）

学生 （Ｎ＝１８）

その他 （Ｎ＝２６９）

職業無回答 （Ｎ＝２１）

全体

農林業者（家族従事者も含む）  　　　　　　　　　

漁業者（家族従事者も含む） 　　　　　　　　　　　

企業の経営者・自営業者（家族従事者も含
む）

民間の企業や工場・商店などに勤める人 　　　

学校の教職員（大学・短大・専門学校・幼稚
園・保育所を含む）
医療・保険・福祉関係者（医師・歯科医師・
薬剤師・看護師・保健師・介護福祉士など）

学校・医療関係以外の公務員 　　　　　　　　　　

その他の専門職・自由業（弁護士・公認会
計士・宗教家・芸術家・各種師匠など）

臨時職員やパート等　　　　　　　　　　　　　　　　

主婦（夫）（専ら家事・育児をしている人）　　　　

学生　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

その他（無職など、上記以外の人） 　　　　　　　

職業無回答 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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（ ２ ）　関心のある基本的人権

【問１で「１　知っている」を選んだ人のみ回答】

問１－２　憲法で保障されている基本的人権のうち、あなたが日常生活の中で、特に関心をもって

いるものはどれですか。　（✔はいくつでも）

図１－２－１　関心のある基本的人権　（経年比較）

　基本的人権を「知っている」と答えた人（７７３人）に、最も関心を持っているものを尋ねたところ

自由権（思想や学問の自由、信教の自由、言論や結社の自由、居住・移転・職業を選ぶ自由な

ど）」と答えた人が７７．６％で最も高く、次いで、「平等権（法の下の平等、男女両性の平等、選

挙権の平等）」（７１．９％）、「生存権（健康で文化的な最低限度の生活を営む権利）」（６５．１％）、

「教育を受ける権利」（６２．４％）となっており、この４項目は５割を超えている。以下、「仕事に就

いて働く権利」（４２．３％）、「政治に参加する権利（選挙権、最高裁判所裁判官の国民審査など

）」（３８．４％）、「働く人が、団結・団体交渉・団体行動する権利」（３０．０％）、「裁判を受ける権

利」（２８．６％）の順となっている。

　平成２０年度調査結果と比較すると、上位３項目は順位も回答率もほぼ同じであるが、「教育を

受ける権利」は３４．０ポイント、「仕事に就いて働く権利」は２９．２ポイント、「働く人が、団結・団

体交渉・団体行動する権利」は１７．０ポイント、「政治に参加する権利（選挙権、最高裁判所裁

判官の国民審査など）」は３２．７ポイント、「裁判を受ける権利」は２４．９ポイント高くなっている。

　なお、この要因としては、「✔は３つまで」（平成２０年度調査）を今回調査では「✔はいくつでも

」に変更し、選択できる数を増やしたことによるものと考えられる。
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その他

わからない

無回答

自由権（思想や学問の自由、信教の自由、言論や結社の
自由、居住・移転・職業を選ぶ自由など）

平等権（法の下の平等、男女両性の平等、選挙権の平等）

生存権（健康で文化的な最低限度の生活を営む権利）

教育を受ける権利

仕事に就いて働く権利

働く人が、団結・団体交渉・団体行動する権利

政治に参加する権利（選挙権、最高裁判所裁判官の国民
審査など）

裁判を受ける権利

その他

わからない

無回答

（％）

令和２年度調査（Ｎ＝７７３）

平成２０年度調査（Ｎ＝８０９）
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図１－２－２　関心のある基本的人権　（性・年齢別）

教育を受ける権利

働く人が、団結・団体交渉・団体行動する権利

自由権（思想や学問の自由、信教の自由、言論や
結社の自由、居住・移転・職業を選ぶ自由など）

平等権（法の下の平等、男女両性の平等、選挙権
の平等）

生存権（健康で文化的な最低限度の生活を営む権
利）

仕事に就いて働く権利
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４０〜４９歳
５０〜５９歳
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８０歳以上
年齢無回答

（％）
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100.0 

0 20 40 60 80 100

全体
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どちらでもない
答えたくない
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４０〜４９歳
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６０〜６９歳
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８０歳以上
年齢無回答

42.3 
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33.3 
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30.0 
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38.7 
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51.0 

81.8 
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全体
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４０〜４９歳
５０〜５９歳
６０〜６９歳
７０〜７９歳

８０歳以上
年齢無回答

（％）

（％）

71.9 
71.6 
72.2 

33.3 
100.0 
78.6 

60.0 
65.9 
65.7 
66.3 

74.5 
68.7 

76.0 
80.6 
81.8 

0 20 40 60 80 100

全体
男性
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どちらでもない
答えたくない

その他
性別無回答

１８〜１９歳
２０〜２９歳
３０〜３９歳
４０〜４９歳
５０〜５９歳
６０〜６９歳
７０〜７９歳

８０歳以上
年齢無回答

（％）

62.4 
59.4 

64.6 

33.3 

78.6 
40.0 

53.7 
40.0 

54.8 
60.4 
61.4 

74.3 
73.5 

81.8 

0 20 40 60 80 100

全体
男性
女性

どちらでもない
答えたくない

その他
性別無回答

１８〜１９歳
２０〜２９歳
３０〜３９歳
４０〜４９歳
５０〜５９歳
６０〜６９歳
７０〜７９歳

８０歳以上
年齢無回答

30.0 
33.6 

26.6 

66.7 

35.7 
10.0 

24.4 
24.3 

15.4 
23.6 

30.7 
37.1 

48.0 
27.3 

0 20 40 60 80 100

全体
男性
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どちらでもない
答えたくない

その他
性別無回答

１８〜１９歳
２０〜２９歳
３０〜３９歳
４０〜４９歳
５０〜５９歳
６０〜６９歳
７０〜７９歳

８０歳以上
年齢無回答

（％）

（％）
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　関心のある基本的人権について性別にみると、男女とも「自由権（思想や学問の自由、信教の自

由、言論や結社の自由、居住・移転・職業を選ぶ自由など）」と答えた人が最も多く、全体結果とほ

ぼ同様の回答傾向を示している。

　また、年齢別にみると、「平等権（法の下の平等、男女両性の平等、選挙権の平等）」「働く人が、

団結・団体交渉・団体行動する権利」「裁判を受ける権利」では、８０歳以上の回答割合が最も高く

その他の項目については７０歳～７９歳の回答割合が最も高くなっている。全体的には高年齢層ほ

ど回答割合が高くなる傾向がみられる。

政治に参加する権利（選挙権、最高裁判所裁判官
の国民審査など）

裁判を受ける権利

その他 わからない

38.4 
40.6 

36.1 

33.3 
100.0 

50.0 
20.0 
22.0 
22.9 
21.2 

34.0 
39.8 

53.9 
52.0 

45.5 

0 20 40 60 80 100

全体
男性
女性

どちらでもない
答えたくない

その他
性別無回答

１８〜１９歳
２０〜２９歳
３０〜３９歳
４０〜４９歳
５０〜５９歳
６０〜６９歳
７０〜７９歳

８０歳以上
年齢無回答

（％）

2.1 
2.9 
1.5 

2.4 
1.4 
1.9 

2.4 
1.8 
5.1 

0 20 40 60 80 100

全体
男性
女性

どちらでもない
答えたくない

その他
性別無回答

１８〜１９歳
２０〜２９歳
３０〜３９歳
４０〜４９歳
５０〜５９歳
６０〜６９歳
７０〜７９歳

８０歳以上
年齢無回答

（％）

28.6 
32.7 

24.9 

33.3 

35.7 
20.0 

9.8 
12.9 
11.5 

24.5 
28.3 

43.7 
45.9 

27.3 

0 20 40 60 80 100

全体
男性
女性

どちらでもない
答えたくない

その他
性別無回答

１８〜１９歳
２０〜２９歳
３０〜３９歳
４０〜４９歳
５０〜５９歳
６０〜６９歳
７０〜７９歳

８０歳以上
年齢無回答

（％）

2.3 
2.9 
1.7 

33.3 

10.0 

8.6 
2.9 
1.9 

0.6 
5.1 

0 20 40 60 80 100

全体
男性
女性

どちらでもない
答えたくない

その他
性別無回答

１８〜１９歳
２０〜２９歳
３０〜３９歳
４０〜４９歳
５０〜５９歳
６０〜６９歳
７０〜７９歳

８０歳以上
年齢無回答

（％）

全体 （Ｎ＝７７３）

男性 （Ｎ＝３４２）

女性 （Ｎ＝４１３）

どちらでもない （Ｎ＝０）

答えたくない （Ｎ＝３）

その他 （Ｎ＝１）

性別無回答 （Ｎ＝１４）

１８～１９歳 （Ｎ＝１０）

２０～２９歳 （Ｎ＝４１）

３０～３９歳 （Ｎ＝７０）

４０～４９歳 （Ｎ＝１０４）

５０～５９歳 （Ｎ＝１０６）

６０～６９歳 （Ｎ＝１６６）

７０～７９歳 （Ｎ＝１６７）

８０歳以上 （Ｎ＝９８）

年齢無回答 （Ｎ＝１１）
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図１－２－３　関心のある基本的人権　（職業別）

自由権（思想や学問の自由、信教の自由、言論や
結社の自由、居住・移転・職業を選ぶ自由など）

平等権（法の下の平等、男女両性の平等、選挙権
の平等）

生存権（健康で文化的な最低限度の生活を営む権
利）

教育を受ける権利

仕事に就いて働く権利 働く人が、団結・団体交渉・団体行動する権利
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医療・保健・福祉関係者
学校・医療関係以外の公務員

その他の専門職・自由業
臨時職員やパート等

主婦（夫）
学生

その他
職業無回答

（％）
71.9 

83.3 
100.0 

77.8 
68.2 

77.3 
68.2 

61.9 
53.8 

71.0 
72.8 
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75.3 
75.0 

0 20 40 60 80 100
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農林業者

漁業者
経営者・自営業者

企業等などに勤める人
学校の教職員

医療・保健・福祉関係者
学校・医療関係以外の公務員

その他の専門職・自由業
臨時職員やパート等

主婦（夫）
学生

その他
職業無回答

（％）

65.1 
66.7 

33.3 
72.2 

56.3 
68.2 

65.9 
47.6 

61.5 
68.1 

64.9 
50.0 

71.2 
75.0 

0 20 40 60 80 100

全体
農林業者

漁業者
経営者・自営業者

企業等などに勤める人
学校の教職員

医療・保健・福祉関係者
学校・医療関係以外の公務員

その他の専門職・自由業
臨時職員やパート等

主婦（夫）
学生

その他
職業無回答

（％）

62.4 
50.0 

66.7 
55.6 

50.3 
68.2 
67.1 

47.6 
53.8 

65.2 
64.9 

56.3 
70.7 

56.3 

0 20 40 60 80 100

全体
農林業者

漁業者
経営者・自営業者

企業等などに勤める人
学校の教職員

医療・保健・福祉関係者
学校・医療関係以外の公務員

その他の専門職・自由業
臨時職員やパート等

主婦（夫）
学生

その他
職業無回答

（％）

42.3 
33.3 
33.3 

52.8 
37.1 
36.4 

49.4 
38.1 

15.4 
44.9 

36.0 
18.8 

47.9 
56.3 

0 20 40 60 80 100

全体
農林業者

漁業者
経営者・自営業者

企業等などに勤める人
学校の教職員

医療・保健・福祉関係者
学校・医療関係以外の公務員

その他の専門職・自由業
臨時職員やパート等

主婦（夫）
学生

その他
職業無回答

（％）

30.0 
33.3 
33.3 

22.2 
29.8 

27.3 
21.2 
19.0 
23.1 

31.9 
24.6 

18.8 
40.0 

25.0 

0 20 40 60 80 100

全体
農林業者

漁業者
経営者・自営業者

企業等などに勤める人
学校の教職員

医療・保健・福祉関係者
学校・医療関係以外の公務員

その他の専門職・自由業
臨時職員やパート等

主婦（夫）
学生

その他
職業無回答

（％）
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　関心のある基本的人権について職業別にみると、農林業者と漁業者以外のすべての職業で、「

自由権（思想や学問の自由、信教の自由、言論や結社の自由、居住・移転・職業を選ぶ自由など）

」と答えた人が最も多くなっている。

　また、「生存権（健康で文化的な最低限度の生活を営む権利）」では、漁業者が３３．３％、「教育

を受ける」では、学校・医療関係以外の公務員が４７．６％、「仕事に就いて働く権利」では、その他

の専門職・自由業が１５．４％と、他の職業に比べ少なくなっている。

政治に参加する権利（選挙権、最高裁判所裁判官
の国民審査など）

裁判を受ける権利

その他 わからない

38.4 
41.7 

33.3 
44.4 

31.1 
31.8 

36.5 
23.8 

7.7 
39.1 
38.6 

18.8 
48.8 

31.3 

0 20 40 60 80 100

全体
農林業者

漁業者
経営者・自営業者

企業等などに勤める人
学校の教職員

医療・保健・福祉関係者
学校・医療関係以外の公務員

その他の専門職・自由業
臨時職員やパート等

主婦（夫）
学生

その他
職業無回答

（％）

28.6 
16.7 

33.3 
41.7 

20.5 
22.7 
22.4 

19.0 
15.4 

29.0 
28.1 

6.3 
40.0 

18.8 

0 20 40 60 80 100

全体
農林業者

漁業者
経営者・自営業者

企業等などに勤める人
学校の教職員

医療・保健・福祉関係者
学校・医療関係以外の公務員

その他の専門職・自由業
臨時職員やパート等

主婦（夫）
学生

その他
職業無回答

（％）

2.1 

1.3 

3.5 
4.8 

2.9 
1.8 

2.8 

0 20 40 60 80 100

全体
農林業者

漁業者
経営者・自営業者

企業等などに勤める人
学校の教職員

医療・保健・福祉関係者
学校・医療関係以外の公務員

その他の専門職・自由業
臨時職員やパート等

主婦（夫）
学生

その他
職業無回答

（％）

2.3 
8.3 

2.8 
4.0 

4.8 
7.7 

2.9 
2.6 
6.3 

0.9 

0 20 40 60 80 100

全体
農林業者

漁業者
経営者・自営業者

企業等などに勤める人
学校の教職員

医療・保健・福祉関係者
学校・医療関係以外の公務員

その他の専門職・自由業
臨時職員やパート等

主婦（夫）
学生

その他
職業無回答

（％）

全体 （Ｎ＝７７３）

農林業者 （Ｎ＝１２）

漁業者 （Ｎ＝３）

経営者・自営業者 （Ｎ＝３６）

企業等に努める人 （Ｎ＝１５１）

学校の教職員 （Ｎ＝２２）

医療等の関係者 （Ｎ＝８５）

その他の公務員 （Ｎ＝２１）

他の専門職・自由業（Ｎ＝１３）

臨時職員・パート等（Ｎ＝６９）

主婦（夫） （Ｎ＝１１４）

学生 （Ｎ＝１６）

その他 （Ｎ＝２１５）

職業無回答 （Ｎ＝１６）
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